





加盟国は拡大し、2007 年には 27ヵ国（人口 4 億
9974 万人 : 以下の数字はいずれも 2010 年データ、
ジェトロ HP 参照）に広がるとともに、その GDP
総額は 16 兆 2626 億ドルに達し、米国の人口（3
億 1168 万人）と GDP（14 兆 6604 億ドル）を一頭
地抜け出る存在となった。また欧州中央銀行の統
一的金融政策の下で統一通貨ユーロが EU17 カ国





　本書は、こうした 1990 年代から 2000 年代にか




























































　第 3 章「EU 自動車部門向けの CO2 排出削減策」

























































































































































































として、2006 年 2 月の「遵守または説明」の原則
に対する声明、同年 6 月のリスク・マネジメント




























































海道ノブチカ編著『EU 統合の深化 ‐ 市場と企業の日本・EU 比較』
　こうした危機の局面において EU の統合・一体
化ベクトルではなく、分散・多様化ベクトルが目
立っている。本書第 2 章でも指摘されているよう
に、今回の金融・経済危機を克服する主体として
国家が果たす役割が前面に出てきており、再び国
家による経済介入・規制強化の局面が増大してい
る。さらには2011年夏、世界を揺るがすノルウェー
の大量殺戮テロ（但し、ノルウェーは EU 加盟国
ではない）、英国の暴動はヨーロッパにおける「移
民」問題、「格差」・「失業」問題といった、欧州に
おける社会的問題の深刻さを映しだしているよう
に思われるし、EU 統合の「負」の側面でもある
ように思われる。本来、大陸欧州諸国はアングロ
サクソン型資本主義とは異質な「社会的欧州」な
いし、「アルペン = ライン型資本主義」を形成し
ていたはずであるのに、EU 統合の拡大・深化の
過程で強調されてきた国際競争力強化の大合唱の
下で、こうした従来型資本主義タイプは「否定」
の対象とされ、新自由主義的な政策理念に依拠し
た市場・経済・社会統合が進展してきたものと捉
えられる。しかし、EU 統合の「負」の側面が顕
在化する中で EU 統合の政策理念が再び問われて
いるように思われる。こうした統合に伴う「負」
の側面の克服に EU 統合の将来は掛かっていると
いっても過言ではない。その際、評者の理解によ
れば、EU 統合の深化の局面においても環境保護
運動、人権擁護運動、消費者運動・労働運動等の
市民・労働者の自発的な取り組みが世界をリード
してきた側面を見逃すことができない。こうした
成熟した市民社会の存在にこそ、新自由主義的思
想に対抗しうる、EU 統合の新たな将来を切り拓
く可能性が見いだされるようにも思われる。そこ
に評者は今後の EU 研究の大きな課題を認めるも
のであり、一層の研究の進展が期待される。
